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調査結果の概要

１.主要数値

平成１６年６月１日で実施した企業活動基本調査の企業数は、２万６６３４社（前年度

比▲３ ３％減 、うち、企業活動基本調査の対象業種に格付けされた企業数は、逐年の減. ）

少傾向から２万５３６８社（同▲３ ２％減）となった。これらの企業が保有する事業所.
数は３０万９６８５事業所（同▲０ ９％減 、常時従業者数は１ ０４０万人（同０ ６％. , .）

増 、売上高は５７５兆２２８２億円（同０ ８％増 、経常利益は２０兆９３８億円（同） ）.
１４ ８％増 、保有子会社数は７万５５４６社（同５ ０％増）となった。. .）

主な産業別企業数は、製造企業１万２４５０社（前年度比▲３ ８％減）、卸売企業.
５ ７６７社（同▲４ ２％減 、小売企業３ ３５３社（同▲４ ０％減 、情報サービス・, . , .） ）

情報制作企業１ ７３２社（同▲０ ６％減 、サービス企業(＊)は１ ３０９社（同７ ６％, . , .）

増）となった（第１表 。）

第１表 産業別主要数値

注：サービス業（＊）はエンジニアリング業、冠婚葬祭業（互助会を除く 、写真現像・焼付業、ゴルフ場、遊園地・テーマパーク、）

機械修理業、広告代理業、物品賃貸業（レンタルを除く）に加え、平成１６年調査からデザイン・機械設計業、ボウリング場、商

品検査業、計量証明業、ディスプレイ業を調査対象とした。

常 時 従 業 者 数 売 上 高 経 常 利 益

（ 人 ） （ 億 円 ） （ 億 円 ）

1 4 年 度 27 ,5 4 5 3 35 ,6 4 3 10 ,8 5 7 ,2 18 5 ,8 87 ,4 0 6 18 5 ,7 8 3 7 4 ,9 21
1 5 年 度 26 ,6 3 4 3 31 ,5 3 3 10 ,8 9 2 ,1 13 5 ,9 17 ,3 0 5 21 2 ,1 3 5 7 8 ,4 46

前 年 度 比 (% ) ▲  3 .3 ▲  1 .2 0 .3 0 .5 14 .2 4 .7
1 4 年 度 26 ,1 9 6 3 12 ,3 8 6 10 ,3 3 7 ,3 98 5 ,7 08 ,8 4 1 17 5 ,0 5 6 7 1 ,9 78
1 5 年 度 25 ,3 6 8 3 09 ,6 8 5 10 ,4 0 2 ,3 74 5 ,7 52 ,2 8 2 20 0 ,9 3 8 7 5 ,5 46

前 年 度 比 (% ) ▲  3 .2 ▲  0 .9 0 .6 0 .8 14 .8 5 .0
1 4 年 度 48 23 0 7 ,2 61 7 ,2 0 7 1 ,6 9 5 2 32
1 5 年 度 43 23 0 7 ,6 41 7 ,0 3 7 1 ,2 8 9 2 27

前 年 度 比 (% ) ▲  10 .4 0 .0 5 .2 ▲  2 .4 ▲  24 .0 ▲  2 .2
1 4 年 度 12 ,9 4 6 76 ,1 4 9 4 ,8 2 3 ,0 57 2 ,4 68 ,4 8 5 9 9 ,1 7 1 3 8 ,9 53
1 5 年 度 12 ,4 5 0 74 ,4 5 5 4 ,8 4 6 ,5 93 2 ,5 70 ,3 0 2 11 9 ,3 1 8 4 2 ,9 02

前 年 度 比 (% ) ▲  3 .8 ▲  2 .2 0 .5 4 .1 20 .3 1 0 .1
1 4 年 度 6 ,02 2 64 ,9 1 4 1 ,4 7 9 ,1 58 1 ,9 73 ,7 8 2 2 8 ,1 8 8 2 1 ,0 13
1 5 年 度 5 ,76 7 62 ,7 4 0 1 ,3 8 9 ,6 22 1 ,8 92 ,3 7 3 2 8 ,5 9 5 2 0 ,3 66

前 年 度 比 (% ) ▲  4 .2 ▲  3 .3 ▲  6 .1 ▲  4 .1 1 .4 ▲  3 .1
1 4 年 度 3 ,49 1 1 09 ,0 8 5 2 ,1 8 3 ,5 54 6 59 ,7 3 8 1 5 ,6 1 5 4 ,8 09
1 5 年 度 3 ,35 3 1 06 ,8 0 0 2 ,2 2 7 ,4 54 6 62 ,8 0 8 1 6 ,9 4 1 4 ,7 11

前 年 度 比 (% ) ▲  4 .0 ▲  2 .1 2 .0 0 .5 8 .5 ▲  2 .0
1 4 年 度 511 36 ,3 9 4 66 7 ,1 17 37 ,6 6 5 1 ,3 6 0 4 46
1 5 年 度 496 37 ,4 2 4 66 4 ,2 67 38 ,0 4 9 1 ,3 8 4 4 13

前 年 度 比 (% ) ▲  2 .9 2 .8 ▲  0 .4 1 .0 1 .8 ▲  7 .4
1 4 年 度 103 1 ,5 5 3 18 5 ,7 35 1 86 ,8 9 2 1 2 ,1 4 7 8 37
1 5 年 度 105 1 ,5 2 5 18 1 ,9 09 1 83 ,1 3 0 1 3 ,4 6 9 1 ,1 08

前 年 度 比 (% ) 1 .9 ▲  1 .8 ▲  2 .1 ▲  2 .0 10 .9 3 2 .4
1 4 年 度 75 1 ,6 5 6 5 0 ,2 19 20 ,3 0 5 1 ,9 7 0 1 75
1 5 年 度 72 1 ,5 9 9 5 0 ,3 51 21 ,3 5 7 2 ,2 3 6 1 88

前 年 度 比 (% ) ▲  4 .0 ▲  3 .4 0 .3 5 .2 13 .5 7 .4
1 4 年 度 1 ,74 3 8 ,6 0 7 60 8 ,0 51 1 74 ,4 3 0 1 0 ,7 9 3 3 ,0 34
1 5 年 度 1 ,73 2 9 ,4 9 3 63 0 ,0 25 1 79 ,2 2 8 1 1 ,1 3 7 3 ,1 48

前 年 度 比 (% ) ▲  0 .6 10 .3 3 .6 2 .8 3 .2 3 .8
1 4 年 度 41 1 ,6 7 8 2 1 ,8 19 2 ,3 5 2 9 8 46
1 5 年 度 41 2 ,0 6 5 4 0 ,1 47 3 ,4 2 3 18 1 54

前 年 度 比 (% ) 0 .0 23 .1 8 4 .0 45 .6 84 .7 1 7 .4
1 4 年 度 1 ,21 6 12 ,1 2 0 31 1 ,4 27 1 77 ,9 8 5 5 ,0 2 0 2 ,4 33
1 5 年 度 1 ,30 9 13 ,3 5 4 36 4 ,3 65 1 94 ,5 7 4 6 ,3 8 8 2 ,4 29

前 年 度 比 (% ) 7 .6 10 .2 1 7 .0 9 .3 27 .3 ▲  0 .2
1 4 年 度 524 11 ,3 8 2 24 8 ,7 18 72 ,0 4 7 5 ,0 5 5 1 ,0 48
1 5 年 度 463 10 ,8 4 9 21 6 ,4 08 58 ,5 2 1 4 ,5 3 0 8 90

前 年 度 比 (% ) ▲  11 .6 ▲  4 .7 ▲  1 3 .0 ▲  18 .8 ▲  10 .4 ▲  1 5 .1
1 4 年 度 825 11 ,8 7 5 27 1 ,1 02 1 06 ,5 1 9 5 ,7 7 2 1 ,8 95
1 5 年 度 803 10 ,9 9 9 27 3 ,3 31 1 06 ,5 0 2 6 ,6 6 7 2 ,0 10

前 年 度 比 (% ) ▲  2 .7 ▲  7 .4 0 .8 0 .0 15 .5 6 .1

飲 　 食 　 店

電 気 ・ ガ ス 業

鉱       業

製 　 造 　 業

卸 　 売 　 業

小 　 売 　 業

総 合 計

 合 計

 ｸ ﾚ ｼ ﾞｯ ﾄｶ ｰ ﾄ ﾞ業 ・ 割 賦 金 融 業

情 報 サ ー ビ ス ・ 情 報 制 作 業

個 人 教 授 所

 サ ー ビ ス 業 (* )

 サ ー ビ ス 業 (＊ を 除 く ）

 そ の 他 産 業

企 業 数 事 業 所 数 保 有 子 会 社 数



- 2 -

主要数値を１企業当たりでみると、保有事業所数は１２ ２事業所（前年度差０ ３事業. .
所増 常時従業者数は４１０人 前年度比３ ９％増 売上高は２２６億円８千万円 同）、 （ ）、 （.
４ ０％増 、経常利益は７億９千万円 （同１８ ５％増）とそれぞれ増加し、景気回復傾. .） 、

向がうかがわれる。また、保有子会社数は６ ７社（前年度差０ ５社増）となった。. .

調査対象の半数を占める製造企業をみると、保有事業所数は６ ０事業所（前年度差.
０ １事業所増 、常時従業者数は３８９人（前年度比４ ５％増）で４年ぶりの増加、売. .）

上高は２０６億５千万円（同８ ３％増）で２年連続の増加、経常利益は２年連続の高い.
伸びとなり９億６千万円 同２５ １％増 で３年連続の増加 保有子会社数は７ ６社 前（ ） 、 （. .
年度差０ ９社増）となった（第２表 。. ）

第２表 １企業当たり主要数値

常時従業者数 売上高 経常利益

（人） （百万円） （百万円）

14年度 11.9 395 21,793 668 6.2
15年度 12.2 410 22,675 792 6.7

前年度比(%) 0.3 3.9 4.0 18.5 0.5
14年度 4.8 151 15,014 3,531 6.6
15年度 5.3 178 16,365 2,998 7.6

前年度比(%) 0.5 17.4 9.0 ▲ 15.1 1.0
14年度 5.9 373 19,068 766 6.7
15年度 6.0 389 20,645 958 7.6

前年度比(%) 0.1 4.5 8.3 25.1 0.9
14年度 10.8 246 32,776 452 6.8
15年度 10.9 241 32,814 496 6.9

前年度比(%) 0.1 ▲ 1.9 0.1 9.8 0.1
14年度 31.2 625 18,898 447 3.7
15年度 31.9 664 19,768 505 3.8

前年度比(%) 0.7 6.2 4.6 12.9 0.1
14年度 71.2 1,306 7,371 266 2.9
15年度 75.5 1,339 7,671 279 2.8

前年度比(%) 4.3 2.6 4.1 4.8 ▲ 0.1
14年度 15.1 1,803 181,448 11,793 11.0
15年度 14.5 1,732 174,410 12,828 14.6

前年度比(%) ▲ 0.6 ▲ 3.9 ▲ 3.9 8.8 3.6
14年度 22.1 670 27,074 2,627 4.5
15年度 22.2 699 29,663 3,106 4.7

前年度比(%) 0.1 4.4 9.6 18.2 0.2
14年度 4.9 349 10,007 619 4.5
15年度 5.5 364 10,348 643 4.7

前年度比(%) 0.6 4.3 3.4 3.8 0.2
14年度 40.9 532 5,735 238 5.1
15年度 50.4 979 8,348 442 4.9

前年度比(%) 9.5 84.0 45.6 85.8 ▲ 0.2
14年度 10.0 256 14,637 413 6.5
15年度 10.2 278 14,864 488 6.2

前年度比(%) 0.2 8.7 1.6 18.2 ▲ 0.3

事業所数 保有子会社数

（注１）１企業当たり子会社数は子会社総数を子会社を保有する企業数で除した数値である。

（注２）１企業当たり事業所数、保有子会社数の前年度比は増減値である。

 合計

　 鉱業

　 製造業

　 卸売業

　 小売業

　 飲食店

（注３）サービス業（＊）については、第１表脚注参照のこと。

　 個人教授所

   電気・ガス業

  　ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業・割賦金融業

　　情報サービス・情報制作業

   サービス業(*)
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２.企業の雇用状況

雇用状況を形態別にみると、常時従業者数は１ ０４０万人で前年度比０ ６％の増加と, .
なった。このうち、正社員は８０１万人（前年度比０ １％増 、パートタイム従業者は２. ）

３９万人（同２ ３％増）と増加となった。また、受け入れ派遣従業者も３９万人（同２.
４ ５％増）となり、パートタイム従業者と受け入れ派遣従業者の増加傾向が続いている.
（第３表 。）

１企業当たりの常時従業者数をみると、４１０人、同３ ９％増で、ほとんどの産業で.
増加となった。特に、製造企業の常時従業者数は３８９人（同４ ５％増）で３年ぶりの.
増加となった。

、 、また 飲食店は１企業当たりの常時従業者数が最も多く１ ３３９人で２年連続の増加,
小売業もパート従業者の増加が続き、依然増加傾向で推移している（第２表、第１図 。）

第３表 主要産業常時従業者数の推移

第１図 主要産業の１企業当たり常時従業者とパートタイム比率

（注）情報サービス業及びサービス業（＊）は１３年調査から調査対象に追加。
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正 社 員 パ ー ト パ ー ト 比 率

製 造 業合 計 小 売 業 情 報 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ サ ー ビ ス 業 （ ＊ ）飲 食 店卸 売 業

１３年度 １４年度 １５年度 １３年度 １４年度 １５年度 １３年度 １４年度 １５年度 １３年度 １４年度 １５年度

10,447 10,337 10,402 8,224 8,000 8,010 2,223 2,338 2,392 250 317 394
前年度比 ▲ 0.7 ▲ 1.0 0.6 ▲ 2.1 ▲ 2.7 0.1 5.1 5.2 2.3 5.6 26.8 24.5

5,038 4,823 4,847 4,650 4,453 4,481 388 370 365 155 202 251
前年度比 ▲ 3.8 ▲ 4.3 0.5 ▲ 3.7 ▲ 4.2 0.6 ▲ 5.1 ▲ 4.7 ▲ 1.2 1.9 30.7 24.1

1,531 1,479 1,390 1,351 1,296 1,213 181 183 177 34 42 43
前年度比 ▲ 2.0 ▲ 3.4 ▲ 6.1 ▲ 2.6 ▲ 4.0 ▲ 6.4 2.4 1.2 ▲ 3.2 11.9 25.3 2.1

2,122 2,184 2,227 1,061 1,044 1,033 1,061 1,140 1,195 8 11 28
前年度比 4.4 2.9 2.0 2.2 ▲ 1.7 ▲ 1.0 6.6 7.5 4.8 6.2 35.5 150.9

606 667 664 118 124 125 488 543 539 1 1 5
前年度比 3.4 10.1 ▲ 0.4 ▲ 15.8 5.3 1.2 9.4 11.2 ▲ 0.8 96.0 7.5 234.4

566 608 630 537 577 600 29 31 30 31 36 40
前年度比 7.3 7.5 3.6 6.1 7.5 4.0 35.1 6.8 ▲ 4.0 5.7 17.2 12.0

312 311 364 265 268 318 47 44 46 13 15 18
前年度比 8.4 ▲ 0.3 17.0 5.6 0.8 19.0 26.9 ▲ 6.8 4.9 30.9 12.8 20.3

　卸売業

（単位：千人、％）

　情報サービス・
情報制作業

受け入れ派遣従業者パートタイム従業者正社員常時従業者

　製造業

合計

（注）サービス業（＊）については、第１表脚注参照のこと。

　サービス業
（＊）

　飲食店

　小売業
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３.黒字企業割合の推移

. .経常利益が黒字企業の割合は、２年連続上昇して、全体の８９ ０％と前年度に比べ３

５ポイントの上昇となった。

産業別では、製造企業が２年連続して上昇となり、８８ ４％（前年度差同４ ２ポイン. .
ト上昇）と調査開始以来最高の水準となった。

. . .また、卸売業も最高水準だった平成１２年の９０ ４％を上回る９２ ５％に上昇（同３

１ポイント上昇 、小売業は企業数の減少等にもより赤字企業割合が減少、平成１１年度）

から５年連続上昇して８７ ５％（同１ ６ポイント上昇）となった（第４表、第２図 。. . ）

第４表 売上高経常利益黒字企業割合の推移（調査継続産業）

第２図 経常利益の黒字企業割合の推移
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合計 － － － － － － 86.1 82.2 85.5 89.0 3.5
　　鉱業 86.8 95.0 92.1 84.4 82.5 90.3 84.4 84.5 87.5 90.7 3.2
　　製造業 79.3 81.5 85.3 84.4 76.6 82.9 86.1 79.0 84.2 88.4 4.2
　　卸売業 84.3 86.1 89.6 85.9 82.3 88.1 90.4 87.6 89.4 92.5 3.1
　　小売業 77.8 80.9 83.2 74.3 73.9 79.3 81.0 83.6 85.9 87.5 1.6
注：合計は、平成１２年度の調査範囲拡大後の４年度分のみの系列である。

（単位：％、ポイント）

１４年度 １５年度６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １２年度１１年度 １３年度


